
国土交通省における地域建設業の緊急支援対策

平成２０年１２月１７日
国土交通省



建設業を取り巻く課題建設業を取り巻く課題

○建設業は基幹産業として地域経済・雇用を支えているが、建設投資の減少等の様々な課題に直面している。

建設投資の急速かつ大幅な減少
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出所：国土交通省「建設投資見通し」
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41.2%減
（▲34.6兆円）

52.8%減
（▲18.6兆円）

建設業向け貸出残高

14兆6,700億円 [前年同期比▲3.7%]（2008年３月期決算ベース）

※銀行１１７行対象、東京商工リサーチ調べ

建設投資の推移（ピーク時との比較）

鋼材、燃料油等の資材価格の急騰

金融機関の融資状況

※地区別（銀行本店所在地別） 貸出残高の増減（19/3期→20/3期）

地区 北海道 東北 関東 東京 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 全国計
建設業 0.6% ▲4.2% ▲0.3% ▲5.1% ▲4.4% ▲2.3% ▲5.1% ▲2.3% ▲5.3% ▲5.8% ▲3.7%

異形棒鋼、Ｈ形鋼、鉄くず,軽油の価格推移　【東京】
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異形棒鋼(SD295A D16)

Ｈ形鋼(SS400 200×100×5.5×8mm)

鉄くず(ﾍﾋﾞｰH2)

軽油（ローリー）

出所：（財）建設物価調査会

月単位

178件 (H19年度上半期） → 224件 (H20年度上半期） [+25.8%]

※負債総額 100億円以上の大型倒産件数

9件 (H19年度上半期） → 21件 (H20年度上半期） [+133.3%]

不動産業の倒産の状況

出所：帝国データバンク調べ

不動産市況の動向

過当競争によるダンピングの増加、価格競争の激化

都道府県発注工事の
低価格入札調査対象件数

都道府県発注工事の落札率
６年間で急激に低下

6.4％落札率低下
→利益の減少

出所：国土交通省調べ
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資金調達の円滑化
○建設業者が公共工事発注者に対して有する工事請負代金債権の
流動化を促進する等、建設業者の金融の円滑化を図る
⇒ 新しい融資制度（地域建設業経営強化融資制度）を１１月４日
からスタート。さらに、金利負担等の軽減について、二次補正
予算に向けて検討中

○資材の価格変動に応じた単品スライド条項の的確な運用
⇒ ９月１０日に対象品目を拡大

○前払金の割合の引き上げ（国と同じ４割へ）、中堅・中小建設業者
向けの工事の早期発注等、地域の中堅・中小建設業者の資金繰り
の円滑化について、公共発注者等に緊急要請の実施

⇒ 直轄事業において早期発注を実施するとともに、９月１２日に
地方公共団体に要請

○下請への資金の流れを促すための調査や立入検査等を実施するこ
とによる、元請下請関係の適正化

⇒H20年度下請取引実態調査に基づく立入検査を11月から実施

○金融機関からの資金調達の円滑化について、金融庁等と連携

経営力の強化

○建設業者の緊急の経営相談に的確に対応するため、建設業
緊急相談窓口（仮称）の設置や、建設業経営支援チーム（仮
称）の派遣制度の創設などによる建設業緊急経営相談の実
施

⇒ 一次補正予算に一部計上、H21年度概算予算要求中

○適正価格での契約の推進のため、予定価格等の事前公表
の見直し、適切な地域要件の設定、歩切りの撤廃、最低制限
価格・低入札調査基準価格の見直し等を行うよう、入札契約制
度の改革について地方公共団体に要請

⇒ ９月１２日に地方公共団体に要請

入札契約制度の改革

「安心実現のための緊急総合対策」及び「生活対策」に基づき、地域建設業の支援のため、以下の対策に取り組む。「安心実現のための緊急総合対策」及び「生活対策」に基づき、地域建設業の支援のため、以下の対策に取り組む。

○地域の中小・中堅建設業者が、その保有する人材、機材や
ノウハウ等を活用し、農業、林業、福祉、環境、観光等の異業
種と連携しながら、地域の活力の向上に資する、地域の創意
工夫を活かした事業を実施するに当たって、その立ち上げ支
援等に必要な経費を支援する建設業と地域の元気回復事業
の実施
⇒ 二次補正予算に向けて検討中

※上記の他、８月上旬～９月上旬に、地域の建設業界や地元金融機関
などに対して地域実態に関する緊急の実態調査を実施済み

○中小企業庁の実施する資金繰り対策の拡充策との連携

⇒ 緊急保証制度（建設業は全業種が対象業種に指定済み） 、

セーフティネット貸付の実施

国土交通省における地域建設業の緊急支援対策国土交通省における地域建設業の緊急支援対策

○工事検査及び支払いの迅速化について公共発注者等に要請
⇒ 直轄事業において迅速な検査及び支払いを実施するとともに、
１２月８日に地方公共団体等に要請

平成２０年１２月

○年末の資金繰り対策として、融資制度・相談窓口等についてＰＲ
⇒ １２月１日に業界団体等に通知を発出
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中小・中堅建設企業の皆さんへ

地域建設業経営強化融資制度
スタート！！

～金融機関からの融資を受ける応援をします！～～金融機関からの融資を受ける応援をします！～

○○ 公共工事請負代金債権を担保に融資を受けられます。公共工事請負代金債権を担保に融資を受けられます。

○○ 工事の出来高を超えた部分を含め融資が受けられます。工事の出来高を超えた部分を含め融資が受けられます。

○○ 低入札価格調査の対象となった工事は対象外です。低入札価格調査の対象となった工事は対象外です。

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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融 資 の イメージ融 資 の イメージ

未
完
成
部
分

完
成
部
分

当該工事の未完成部分にかかる施工資金に
ついて、金融機関から融資を受ける場合に、
保証事業会社がその債務を保証

事業協同組合等又は民間事業者が（財）建
設業振興基金の債務保証を受けて行う施工
資金の融資

ご注意！

保証会社の
金融保証を受けた
金融機関の融資

（B）

事業協同組合等
又は民間事業者
の転貸融資
（A）

前払金等

地域建設業経営強化融資制度のイメージ図であり、
実際の融資金額は、工事の出来高、保証会社の審査、
融資を行う金融機関の対応等により、異なります。

国土交通省 建設市場整備課・建設業課 TEL 03-5253-8281

北海道開発局 事業振興部 建設産業課 TEL 011-738-0233
東北地方整備局 建政部 計画・建設産業課 TEL 022-225-2171
関東地方整備局 建政部 建設産業第一課 TEL 048-600-1906
北陸地方整備局 建政部 計画・建設産業課 TEL 025-370-6571
中部地方整備局 建政部 建設産業課 TEL 052-953-8572
近畿地方整備局 建政部 建設産業課 TEL 06-6942-1071
中国地方整備局 建政部 計画・建設産業課 TEL 082-511-6186
四国地方整備局 建政部 計画・建設産業課 TEL 087-811-8314 
九州地方整備局 建政部 計画・建設産業課 TEL 092-471-6355
沖縄総合事務局 開発建設部 建設産業・地方整備課

TEL 098-866-1910

（財）建設業振興基金 業務第一部 TEL  03-5473-4575

北海道建設業信用保証（株）
TEL  011-221-2092
東日本建設業保証（株）
TEL  03-3545-5125
西日本建設業保証（株）
TEL  06-6543-2109
（前払保証事業会社の各支店
でもご相談 いただけます）

北保証サービス株式会社
TEL  011-241-8654
株式会社建設経営サービス
TEL  03-3545-8534
株式会社建設総合サービス
TEL  06-6543-2848

【融資のご相談はこちらへ】 【制度のお問い合わせはこちらへ】

請
負
金
額
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公共工事請負代金債権を譲渡担保に、融資を受けられます。また、工事の出来高を超えた部
分を含め融資が受けられるようになります。

＜主な相談窓口＞
北海道建設業信用保証（株） TEL  011-221-2092
東日本建設業保証（株） TEL  03-3545-5125
西日本建設業保証（株） TEL  06-6543-2944
（財）建設業振興基金 業務第一部 TEL  03-5473-4575

○地域建設業経営強化融資制度

＜主な相談窓口＞
（株）建設経営サービス TEL  03-3545-8523 （株）建設総合サービス TEL  06-6543-2848
（財）建設業振興基金 業務第一部 TEL  03-5473-4575

対象業種である等の要件を満たす中小企業者は、金融機関から融資を受ける際に一般保証と
は別枠で、無担保保証で8,000万円、普通保証で２億円まで信用保証協会の100％保証を受
けることができます。

＜主な相談窓口＞
各都道府県等の信用保証協会 http://www.zenshinhoren.or.jp/access.htm

一時的に資金繰りに著しい支障を来している等の要件を満たす中小企業者は、政府系金融機
関による融資を受けることができます。

＜主な相談窓口＞
（株）日本政策金融公庫 東京相談センター TEL 03-3270-1260
（株）商工組合中央金庫 お客様サービスセンター TEL 03-3246-9366

下請企業が元請企業に対して有する工事請負代金債権をファクタリング会社が買い取ること
で、早期に現金化することが可能となります。また、受取手形をファクタリング会社が買い
取る制度も用意しています。

○ファクタリング事業

○緊急保証制度

○セーフティーネット貸付制度

建設企業の年末資金繰りを応援します！建設企業の年末資金繰りを応援します！

北保証サービス（株） TEL  011-241-8654
（株）建設経営サービス TEL  03-3545-8534
（株）建設総合サービス TEL  06-6543-2848

中小企業庁関係

地方公共団体関係

国土交通省関係

～ 幅広い融資制度をご用意しています ～
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

各地方公共団体においても、融資制度が用意されています。詳細は、各地方公共団体にお問
い合わせください。
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～ ご相談・ご意見はこちらへ ～

○国土交通省

国土交通省各地方整備局等において設置されている「建設業総合相談受付窓
口」において、各種の融資制度に関する問い合わせ・相談をお受けするととも
に、貸し渋り等の金融機関の融資に関する情報を受け付けます。

※建設業法令遵守推進本部「駆け込みホットライン」においてもお受けします。

TEL : 0570-018-240（ナビダイヤル）

＜受付窓口＞
http://www.yoi-kensetsu.com/one-stop/top/window.html
お近くの地方整備局等にお問い合わせください。

○建設業協会

（社）全国建設業協会及び各都道府県の建設業協会に設置されている「建設
業総合相談受付窓口」においても、同様の相談や情報を受け付けます。

＜受付窓口＞
http://www.yoi-kensetsu.com/one-stop/top/window.html
（社）全国建設業協会又はお近くの都道府県建設業協会にお問い合わせください。

※なお、金融機関の融資等に関する情報等は、金融庁・中小企業庁等の以下
の窓口でも受け付けています。

＜受付窓口＞
＊「金融円滑化ホットライン」 （金融庁） TEL : 03-5251-7755
＊金融円滑化「大臣目安箱」 （金融庁等） TEL : 03-3501-2100 

http://www.fsa.go.jp/meyasu/index.html

※寄せられた情報は、金融庁又は財務省において、金融機関の検査・監督に当た
り、貴重な情報として活用しています。なお、金融機関との個別のトラブルにつ
いてのあっせん・仲介・調停、金融機関からの報告内容のご説明はできません。

＊「中小企業金融貸し渋り１１０番」 （中小企業庁）
http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/081104kikyu_hosho.htm
お近くの経済産業局にお問い合わせください。
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国土交通省直轄工事における地域の建設業対象工事の拡大等について

○ 本年８月２９日の「安心実現のための緊急経済対策」（経済対策閣僚会議決定）
を踏まえ、本年度下半期の国の直轄工事の発注方針のとりまとめを実施。

○ 本年度の工事発注量は、国債工事の活用等により、一次補正予算も含め昨年度
実績から１０％増の１兆９０００億円超を確保する見通し。

○ また、１２月末までの発注率が約６５％、特に一般土木工事の３億円未満の工事
（Ｃ，Ｄランク工事）の発注率が約７５％となる見込み。

○ さらに、年末の資金繰対策として１２月中に工期を迎える工事の内、約２００件（約
２００億円）について年内の支払いを可能としたところ。

表 １２月末の発注率（目標）

全工種

一般土木Ｃ＋Ｄ

H19年度 H20年度 H19年度 H20年度

１２月末までの発注率※
約５５％ 約６５％

（約１０％増）
約５５％ 約７５．０％

（約２０％増）

※ １２月末までの発注率＝ １２月末までの発注（予定）額 ／年間発注（予定）額
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地方公共団体に対する緊急地方公共団体に対する緊急要請要請についてについて
（９月１２日付け、総務省自治行政局長、国土交通省建設流通政策審議官の連名要請）

本年８月２９日の「安心実現のための緊急総合対策」を受けて、地域の建設業に
対する緊急の対策として、「建設業者が地域産業の中核として持続的に発展する
ことができるよう、適正価格での契約の推進のための公共工事の入札及び契約
の改善を早急に行うことが必要」であり、以下の措置を地方公共団体に緊急要請。

・前払金及び中間前払金の適切な運用

・早期発注

・支払い手続の迅速化

・予定価格事前公表の取りやめ

・適切な地域要件等の競争参加条件の設定等

・最低制限価格、低入札価格調査の見直し等のダンピング対策

・歩切りの厳禁等

・単品スライド条項等の適切な運用

各都道府県を通じて、管内の市区町村に対しても周知徹底
8



※協議会（コンソーシアム）の想定されるメンバー

○建設関係団体、建設会社等

○県又は市町村

○農協、農業生産法人、森林組合、林業事業者、社
会福祉協議会、社会福祉法人、観光協会 等

建設業と地域の元気回復事業（案）

協議会（コンソーシアム）

・専門家による指導、職員の研修

・実証モデル事業の実施に当たっての
障害除去、資機材の確保・活用、立
ち上げ支援

・販路開拓、広報

・その他

地域の中小・中堅建設業者が、その保有する人材、機材やノウハウ等を活用し、農業、林業、福祉、環境、観光
等の異業種と連携しながら、地域の活力の向上に資する、地域の創意工夫を活かした事業を実施するに当
たって、その立ち上げを支援。

（
農
林
業
、
介
護
福
祉
、
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
、
観
光
分
野
等

）

実
証
モ
デ
ル
事
業
の
実
施
（
各
省
庁
の
助
成
制
度
を
活
用
）

建
設
業
の
地
域
総
合
産
業
化
の
実
現

建
設
業
の
地
域
総
合
産
業
化
の
実
現

地

域

を
支

え
る
複

業

会

社

実
証
モ
デ
ル
事
業
の
推
進
・支
援

国

関係省庁
連携会議

（地域建設業の新分野への進出や他産業との連携事業等の支援）
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予定価格の積算体系および労務単価構成
公共工事を発注する際の予定価格は、取引の実例価格等に基づき、工事の標準的な価格として設定される。

予定価格の算出に当たっては、適正な品質を確保するために必要な労務費、資材費、機械損料、諸経費等を工
種毎に積み上げて標準的な価格を算定している。

請負工事費

消費税相当額

工事価格

一般管理費等

工事原価

間接工事費

共通仮設費

現場管理費

直接工事費 【歩掛×単価】

労務単価
資材単価

機械経費

歩掛（数量） ×

労務単価に含まれるもの

基本給相当額 基準内手当 臨時の給与 実物給与

労務単価に含まれない賃金、手当、経費

①時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金

②各職種の通常の作業条件・内容を超えた労働に対する手当

③現場管理費及び一般管理費等の諸経費

例えば、交通誘導員の単価については、警備会社に必要な諸経費（現場管理費及び一般管理費等）は
含まれない。

設計労務単価は、所定労働時間内８時間当たりの労務単価として設定したものであって、所定時間外の労働に対
する割増賃金や現場管理費（法定福利費の事業主負担額等）、一般管理費（企業の運営費用）等の諸経費は含ま
れない。
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-0.6%-0.7%
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19（50） H19(51) H20

労
務
単
価
（
円
）

-15.0%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

対
前
年
比
（
％
）

公共工事設計労務単価の推移

５０職種← →５１職種
H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19（50） H19(51) H20

労務単価 23,295 23,155 22,508 20,229 19,692 19,106 18,356 17,700 17,376 17,262 17,154 16,979 16,726

対前年比 - -0.6% -2.8% -10.1% -2.7% -3.0% -3.9% -3.6% -1.8% -0.7% -0.6% - -1.5%
※労務単価は、全職種を単純平均したもの。
※H19(50)は都道府県別に加重平均することで交通誘導員Ａ，Ｂを一職種とし、算定。（換算値）

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

特殊作業員 普通作業員 軽作業員

とび工 鉄筋工 運転手（特殊）

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

運転手（一般） 型わく工 大工
左官 交通誘導員 交通誘導員Ａ
交通誘導員Ｂ

全職種平均の推移

主要１２職種の推移
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公共工事設計労務単価のあり方について

発注者

元請

下請

技
能
労
働
者

労務単価
５１職種
４７都道府県

積算

論点１
労務費調査等の改善

論点２
積算の適正化

論点３
入札契約の適正化

論点４
元請下請関係の適正化

論点５
労働条件の確保・改善

公共工事設計労務単価をめぐる論点

１．資格審査の厳格化

【現状】
「公共工事設計労務単価のあり方検討会」（座長
大阪大学 常田教授）において、公共工事設計労務
単価をめぐる論点についてアンケート結果等に基づ
いて整理を行い、現在、検討を進めており、今年度
中に取りまとめを行う予定。

【今後の検討について】
労務費調査について様々な意見があることから、平
成20年度調査に併せて資格保有状況などの補足調
査を実施するとともに、公共工事設計労務単価を巡
る課題に対する所要の検討を進める。

資格保有の義務づけがある職
種について、資格証等の写しの
提示を求め、提示のない者は標
本から棄却する。

２．棄却標本の改善対策の促進

労務費調査では、資料不備で棄
却される標本が約４割と非常に多
いため、資料不備を通知し、棄却
率の改善を促す。

３．いわゆる一人親方の実態把握

従前、実態が把握できていない
一人親方について、資料の整備方
法などを整備し、実態を把握する。

【平成20年度調査における改善点】
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民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

許可業者数（千業者）

就業者数（万人）

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

（年度）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

政府投資のピーク
35.2兆円（７年度）

民間投資
32.9兆円

政府投資
16.6兆円

建設投資
49.4兆円

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成17年度まで実績、18年度・19年度は見込み、20年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均

○ 建設投資額（平成20年度見通し）は約49兆円で、ピーク時（４年度）から約41％減。公共投資は７年度から約53％減。
○ 建設業者数（19年度末）は約51万業者で、ピーク時（11年度末）から約15％減。
○ 建設業就業者数（19年平均）は552万人で、ピーク時（９年平均）から約19％減。 ※20年10月は540万人。

民間投資ピーク時比
▲40.9％

民間投資のピーク
55.7兆円（２年度）

就業者数のピーク
685万人（９年平均）

建設投資ピーク時比
▲41.2％

政府投資ピーク時比
▲52.8％

508千業者
（19年度末）

552万人
（19年平均）

就業者数ピーク比
▲19.4%

許可業者数ピーク比
▲15.3%

参考１
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建設業をめぐる厳しい環境
○建設業は基幹産業として地域経済・雇用を支えているが、大幅かつ急激な公共投資の削減等により、建設業の倒産が増加し、地域の経済・雇
用にも深刻な影響

2422

2664

3043

（年度）

（件）

建設業の倒産の状況

H19

H17

H18

※法的整理（負債総額1,000万
円以上） のみの件数

（%）
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5.0
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5.0

5.5

北海道 東北 南関東 北関東
・甲信

北陸 東海 近畿 中国 四国 九州0

全国平均
4.0％

地域の経済・雇用への深刻な影響

地域別の完全失業率（H20年4-6月平均）

出所：総務省「労働力調査」

38.537.5
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［地域別］全倒産件数に占める建設業の比率 （％）

全国平均
26.9％

全国平均
4.4％

出所：帝国データバンク（H19年度）等資料より作成
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出所：（社）全国建設業協会

建設業協会会員企業の倒産件数の推移

建設業就業者数の推移
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9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（万人）

（平成 年平均）
出所：総務省「労働力調査」

H9年平均
685万人 H19年平均

552万人

H20年8月
536万人

（前年同月比13万人減）

建設業の倒産件数の推移

出所：帝国データバンク

北海道

東北

北関東

南関東

東海

北陸近畿

中国

四国

九州

沖縄
a
b

c
d
e
ｆ
g

ａ：力強く回復
ｂ：回復
ｃ：緩やかに回復
ｄ：回復の動きに足踏み
ｅ：持ち直しの動きが緩やか
ｆ：持ち直しの動きに足踏み
ｇ：やや弱含んでいる

地域の景況判断の悪化

H20年５月
（H20年１-3月期で判断）

H20年８月
（H20年4-6月期で判断）

出所：内閣府「地域動向調査」

H20
(上半期)

1764

前年同期比
21.2%増

参考２参考２
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※１　北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社からの資料をもとに作成。
※２　対象企業の経常利益率を単純平均したもの。但し、北海道のみ加重平均で算出。

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

旧手法 1.02 1.48 1.43 1.49 1.25 1.45
新手法 0.12 0.54 0.69 0.70 0.56 0.71 1.03

旧手法 2.29 2.18 1.80 1.44 1.12 0.69 旧手法 1.16 1.33 1.24 1.46 0.98 1.13
新手法 1.86 1.41 0.84 0.17 -0.38 -0.37 -0.32 新手法 -0.36 -0.01 0.18 -0.01 -0.53 -0.27 -0.35
旧手法 1.86 1.70 1.78 1.29 -0.12 0.99 旧手法 1.71 1.51 1.48 1.46 1.64 1.56
新手法 0.33 0.49 0.38 -1.00 -2.94 -1.52 -2.51 新手法 0.67 0.48 0.69 0.94 1.03 0.95 -0.88
旧手法 1.07 0.93 0.81 0.86 -0.04 -0.18 旧手法 1.20 1.62 1.42 1.47 0.61 0.38
新手法 -0.40 -0.89 -0.56 -0.72 -1.84 -2.08 -1.40 新手法 0.09 -0.22 -0.16 -0.49 -1.74 -2.57 -3.25
旧手法 2.24 2.18 2.10 1.32 0.65 0.19 旧手法 2.67 2.49 0.23 0.60 -0.26 0.76
新手法 1.60 1.55 1.30 0.30 -0.54 -1.08 -1.94 新手法 1.25 1.42 -1.82 -0.94 -2.26 -0.75 -1.81
旧手法 1.90 1.47 1.46 1.26 0.30 0.66 旧手法 2.08 2.02 1.53 1.70 0.93 0.61
新手法 0.74 0.41 0.51 -0.01 -1.22 -0.60 -1.77 新手法 0.93 0.99 0.68 0.60 -0.28 -0.63 -0.77
旧手法 1.13 1.20 1.37 0.66 0.28 0.27 旧手法 2.57 2.50 2.28 2.01 1.64 1.03
新手法 -0.18 0.29 -0.05 -0.68 -1.41 -0.78 -2.57 新手法 1.87 2.20 1.71 1.56 1.05 0.37 0.10
旧手法 1.21 1.49 0.79 1.33 0.42 1.02 旧手法 1.61 1.57 1.09 0.91 0.65 0.18
新手法 -0.25 0.26 -0.40 0.06 -1.23 -0.65 -1.30 新手法 0.34 0.44 -0.11 -0.56 -0.35 -0.96 -0.77
旧手法 1.22 1.66 1.36 1.35 0.49 0.98 旧手法 1.17 1.62 0.86 1.38 0.29 0.79
新手法 -0.28 0.53 0.34 0.03 -0.99 -0.60 -1.46 新手法 -0.84 0.09 -1.30 -0.29 -1.93 -1.13 -2.15
旧手法 0.97 0.89 0.98 1.04 0.77 0.85 旧手法 1.48 1.37 1.18 1.26 1.18 1.13
新手法 -0.38 -0.33 -0.51 -0.66 -0.56 -0.67 -0.84 新手法 0.56 0.17 0.37 0.48 0.46 0.10 0.52
旧手法 1.39 1.45 1.28 1.72 1.23 0.88 旧手法 2.37 2.01 1.15 1.16 1.55 1.05
新手法 0.41 0.17 0.15 1.01 0.04 -0.13 0.03 新手法 1.37 0.54 -0.13 0.13 0.50 -0.55 -0.70
旧手法 1.53 1.79 1.74 1.49 1.51 1.32 旧手法 1.62 1.50 1.90 2.02 1.72 1.47
新手法 0.87 1.03 1.19 0.90 0.93 0.53 0.55 新手法 0.75 0.54 1.23 1.31 1.46 0.50 -0.72

※東日本分については、算出方法を以下のとおりに変更。比較のため、旧手法で計算した結果を上段に記載。
旧手法：経常利益率が平均値より大きく離れている企業は集計対象から除外。
新手法：経常利益率が上下１％の企業は集計対象から除外。

4.13.5北海道 2.91.84.23.5
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富山県

東京都

神奈川県

0.9

三重県

福井県

本社所在地別建設業総資本経常利益率の推移

石川県

岐阜県

静岡県

愛知県

新潟県

山梨県

参考３
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

滋賀県 2.65 1.69 2.75 0.98 2.50 0.10 香川県 1.13 2.49 0.90 1.38 1.50 0.96

京都府 4.44 3.77 2.89 2.79 2.29 1.60 愛媛県 0.81 0.81 0.19 -0.17 -0.14 -0.64

大阪府 2.08 1.67 1.75 1.63 1.33 1.45 高知県 3.06 2.41 1.16 1.34 0.01 -0.03

兵庫県 2.03 1.82 1.77 2.13 2.58 1.64 福岡県 2.55 2.62 2.36 2.73 2.32 2.31

奈良県 4.50 3.40 4.06 3.22 2.78 2.23 佐賀県 1.81 4.20 0.58 3.85 0.71 1.87

和歌山県 2.34 1.86 2.04 1.20 1.64 0.20 長崎県 2.21 1.99 1.86 1.78 1.19 1.06

鳥取県 4.14 3.17 1.86 1.61 0.42 -0.05 熊本県 3.70 3.99 2.83 3.23 2.16 1.96

島根県 2.80 2.48 1.74 1.24 0.28 0.28 大分県 2.21 2.37 2.17 2.14 2.13 1.33

岡山県 2.71 3.04 2.40 2.26 2.18 1.05 宮崎県 3.26 3.60 2.60 2.71 2.75 2.34

広島県 1.74 1.43 1.21 0.55 0.62 0.30 鹿児島県 2.99 3.41 1.99 3.06 1.30 2.19

山口県 1.79 1.37 0.76 1.76 1.63 1.37 沖縄県 4.36 7.38 2.53 7.04 1.62 5.15

徳島県 2.13 1.27 -0.09 -0.20 0.39 -0.67

※西日本について、経常利益率が平均値より大きく離れている企業は集計対象から除外。
※西日本の平成１９年度の数値は、１２月１８日に公表予定。

16




